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第1章. 本事業の背景および目的 

 
世界のコンテンツ関連産業は、2020 年時点で 220 兆円程度となっており、今後も市場規模の拡大が予測さ

れている。一方で、日本のコンテンツ市場規模の推移は、2015 年以降、12 兆円程度と横ばいの状況が続いてお

り、少子高齢化やそれに伴う人口の自然減等の要因により、市場の成長率は鈍化しているものと考えられる。世界

の市場規模の拡大と日本の市場規模が頭打ちの状況を踏まえると、今後、日本のコンテンツ関連産業が引き続き

発展していくうえでは、世界のコンテンツ市場の成長を取り込むことが不可欠である。 

このような状況を踏まえて、日本のコンテンツ産業にとって国内市場や国内流通を前提とした従来の事業戦略か

ら海外事業に主軸においた事業戦略への大きな転換を図ることは喫緊の課題であり、また産業界を支援する政府

においても、その転換を後押しするような施策を実行していくことが求められている。 

 

またコンテンツ産業を取り巻く動向として、以下のような環境変化が生じている。 

 

1.1.1. デジタルの進展による事業環境の変化 

近年の Amazon や Netflix 等のプラットフォーマーによるインターネットを介したデジタルコンテンツの有料配信サ

ービスが拡大したことにより、パッケージソフトが主流であった日本のコンテンツ市場において、急速にオンラインでのコン

テンツ消費が拡大している。また、これにより、これまでマスメディアを中心とした流通事業者の影響を受けやすかった

コンテンツ産業において、SNS やファンコミュニティなど消費者の影響力も増しているものと想定される。 

近年は、新型コロナウィルス感染拡大やデジタル化による社会生活の変化の重なり、コンテンツ消費傾向も一層

変化しており、メディアとデバイスに依存していた流通が、スマートフォンをはじめとするデジタル端末の普及と映像コン

テンツを横串としたプラットフォームの発達によって、大きく事業環境が変化している。 

 

1.1.2. 世界のコンテンツ産業の競争環境の変化 

世界のコンテンツ産業構造はここ数年で大きく変動しており、日本と並ぶコンテンツ大国である、米国や中国・韓

国といった国々では、GAFA（Google、Apple、Facebook、Amazon）や Tencent・Alibaba 等の巨大なテッ

ク企業やメディア企業が、従来のコンテンツ産業を取り込み、コンテンツとメディアの一体化が進んでいる。 

これらを背景に、コンテンツの流通面では米国を中心とした巨大なテック企業による配信プラットフォームが日本を

含め世界各国の市場において存在感を年々増しており、またコンテンツの制作面においても、中国や韓国などのコン

テンツ企業が、これまで日本が得意としていたアニメやゲームなどの分野においても台頭してきている状況である。 

 

前述のような環境の中、日本のコンテンツ産業は、ゲーム、アニメーション、漫画等を中心に世界的に人気・認知

度が高く、競争力のあるコンテンツ IP（Intellectual Property）を数多く保有しており、IP によって異なるものの、

複数のメディアを介した多様な事業展開により多くの収益を上げている事例も数多く存在している。 

 

これらの状況を踏まえて、本事業では、日本のコンテンツ産業の一層の競争力強化を図るうえで、日本コンテンツ

の競争力の源泉であるコンテンツ IP をコアにして、いかに稼げるビジネスモデルを構築していくのか、そのありうる選択

肢を示しつつ、政府としてどのように後押ししていくべきか、その青写真を示すことを目的とし、これまでの国内の主要
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IP の海外展開の成功事例を振り返り、日本企業の勝ち筋に繋がるポイントを把握のうえ、日本のコンテンツ産業や

企業のあるべき姿を見出すとともに、企業のあるべき姿に政府が呼応して、どのような支援策を講じ、誰に対して支

援を行うべきかなどの政府の支援施策のあるべき姿について検討を行った。 
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第2章. 本事業の調査アプローチ 

 

2.1. 本事業の実施内容 

本事業の目的である「日本のコンテンツ産業が目指すべき姿」と「政府支援施策のあるべき姿」を検討するにあた

って、下記手順に基づき調査等を実施した。 

 

① 国内主要 IPの海外展開事業の分析 

日本コンテンツ IP を起点としたグローバルでの多元展開を成功させている日本企業を中心に事例調査を行

い、コンテンツ IP の多元的な展開における戦略上のポイントを整理し、成功要因を分析した。 

 

② 海外からの視点を踏まえた日本の企業や政策における課題把握 

国内企業が IP を起点とした事業展開を図る上で、連携先として想定される海外のプラットフォーム事業者

等から見た日本の課題等を把握するとともに、他国のコンテンツ支援施策の現状を踏まえて日本のコンテン

ツ支援策の課題ポイントを海外事業者の観点から把握した。 

 

③ 国内事業者・有識者による研究会における討議 

国内事業者・有識者による「コンテンツ IP を中心とした競争力強化に関する研究会」を設置し、①②を踏

まえ、計 2 回の研究会にて、「コンテンツ IP を強みとする日本企業が目指すべき姿」および「企業の進むべ

き方向を踏まえて、政府に求められる施策」について討議した。 

 

2.2. 国内主要 IPの海外展開事業の分析 

本事業では、日本のコンテンツ産業が目指すべき方向性の仮説を「コンテンツ IP を起点としたグローバル市場に

おける事業展開」とし、IP を起点として、グローバルな市場や世界中の消費者に対して多元的なビジネスの展開を

行うことにより、IP の価値を高めながら、IP を中心とした制作と消費の経済活動のエコシステムを形成し、企業の利

益の最大化を図っている姿を設定した。 

上記を踏まえ、コンテンツ企業のあるべき姿の検討においては、日本企業の勝ち筋や取り組むべきポイントを明ら

かにするため、既に IP の、海外展開に成功している国内企業の主要 IP の事例について、「ファンを IP の世界観に

引き込むための IP 展開手法」および「IP 展開の実現および収益最大化のための事業体制構築の在り方」の 2 つ

の観点から調査・分析を行った。 

「ファンを IP の世界観に引き込むための IP 展開」においては、日本ならびに主要なコンテンツ市場である米国およ

び中国について、IP の認知度の推移や消費者と IP の接点となる IP 事業の展開状況等を調査し、消費者への認

知、関心、消費、拡散等をグローバルで実現するための海外における各 IP 事業展開の変遷や実施上の工夫、な

らびに主要 IP において共通的に見られる勝ち筋や事業上のポイントを明らかにすることを目的とした。 

また、「IP 展開の実現および収益最大化のための事業体制構築の在り方」においては、米国市場や中国市場

で、IP を流通させるうえで関連する各プレイヤーの機能・役割の整理等を通じて、海外での事業を実現し、成功さ

せるうえでの実施体制構築におけるポイントを明らかにすることを目的とした。 

なお、IP をグローバルで展開させるためには、そのベースとなる「世界中で受け入れられる作品をどう生み出すか」と
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User Fan Activity UGC やファンコミュニティ等の活動の支援 

 

3.1.3. 国内主要 IPの展開事例から見てとれる海外事業レイヤーの変遷 

上述の海外事業のレイヤーは、企業によってその変遷は必ずしも一線系ではないものの、各社のこれまでの大ま

かな傾向に共通的な軸があることが見て取ることができる（図 2）。 

調査を行った企業の多くは、2005 年前後に海外展開に向けて事業の舵を切り、2000 年代後半頃には海外

現地法人の設立や現地ユーザー向けの自社 Web サイト等の整備に投資を行い、海外現地の消費者層の反応

や嗜好をダイレクトに把握できる BtoC チャネルを構築したことで、その後の海外事業の拡大の端緒となる現地のユ

ーザー層を発見している。(米国現地法人アニプレックスアメリカの設立(2005)、ガンダム公式情報ポータルサイト

「GUNDAM.INFO」中国版開設(2011)など) 

また、2010 年代に入るとデジタルコンテンツの配信プラットフォームの各国での発展を背景に、各国の動画配信

プラットフォーマーとの提携により、海賊版でない正規配信によるアニメ作品の広範な流通が実現し、アニメ媒体の

持つ訴求力によって、IP が各国の消費者の間に浸透し、人気・知名度を高めていったものと考えられる。またゲーム

分野においても、2010 年代半ばに国内で配信・展開していたモバイルゲームを、中国などで現地企業に対して運

営委託を行い、現地版の正規配信を実現している例を見て取ることができる（NARUTO やポケモンの中国での正

規配信開始(2011 頃)、FGO 中国語版の bilibili 運営委託(2016)など） 

さらに、2015 年前後には現地企業との協業の仕方にも変化が見られ、それまでの流通・配信における提携実

績や現地企業の開発力向上も背景に、中国の Tencent や Alibaba などの現地コンテンツ企業への自社 IP の許

諾・ライセンスアウトを実施し、現地ユーザーのニーズに則した自由度の高いコンテンツの企画・開発などを行い、大き

く成功している事例を見て取ることができる。なお、これらの海外でのパートナー企業との密接な関係性の構築が進

んだことで、海外パートナー企業が自ら、非正規の海賊版の流通の取り締まりを行い、海賊版被害の駆逐に繋がっ

たという点も着目すべき点である。また国内 IP を現地ニーズに則して展開させていくうえでは、自社の海外現地法

人主導での企画や IP 許諾を積極的に試みている例も見てとれた。(OURPALM 社への IP ライセンスによる

『KOF’98 UM OL』(2016)、ALIBABA への IP ライセンスによる『三國志・戦略版』(2017)、Tencent と共同

開発による『火影忍者』(2016)など)。 

2020 年頃になると海外現地のファンサブコミュニティやネット上での UGC の活動を、二次創作のガイドラインの整

備などを通じて温めることで、彼らが現地市場における IP の伝道師となり、IP の拡大・定着を牽引しているような例

が表れており、海外展開のスキームが新しいステージに入りつつことを見てとることができた。（『ホロライブ中国』でのフ

ァンサブコミュニティとの連携(2019)など） 
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（図 2）国内主要 IP の海外事業のレイヤーの変遷 
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3.1.4. 海外展開における企業視点での課題 

ヒアリング調査を行った各事業者から、これまでの経験や今後の一層の海外での事業拡大に向けて、寄せられた

主要な課題として、多言語化も含めたローカライズや、展開先現地でのプロモーション活動、これらの実現に向けた

連携先やライセンスアウト先となる現地企業とのマッチングなどが各社から挙げられた。 

 

非英語圏におけるローカライズ対応 

コンテンツの消費の仕方は国毎に異なるため、それに向けたローカライズ対応が必要となる。例えば、アニメ放送は、

国ごとに視聴文化(話数、時間)が異なるため、現地の文化に則した形で展開させる必要がある。特に中国市場は、

文化的・政治的なな背景に配慮した IP 制作や展開が求められる。一方で、Netflix のような海外大手 OTT は、

既にコンテンツのマルチリンガル展開など非英語圏での現地語化に力を入れており、これらの取組みを日本企業も参

考にすべきだが、社内体制として言語能力などの対応できる人材が不足している。 

 

現地ファン・ユーザーに向けたダイレクトなプロモーション 

海外市場に自社の IP を根付かせるには、海外現地の消費者や市場に向けて、自社で直接プロモーションを行う

必要がある。特にアニメ媒体は、海外では「子どもが見るもの」というイメージが依然残っており、認識の含めて改善で

きる場や機会を増やす必要がある。 

 

有力な現地パートナー企業とのマッチング 

作品や IP の海外展開にあたっては、その国の業界や市場を熟知した現地企業との連携が必要である。特に中

国市場への展開に関しては、規制が強く日本企業単独では許諾をとれない分野も多いため、中国の現地企業との

連携が非常に重要であり、協業先となる企業をどのように見つけ、どう連携体制を組成していくことが需要となる。ま

た IP によっては、グローバルな動画配信プラットフォームなどを通じて、海外現地での人気・認知度が高まっている反

面、海外での事業実施体制やロジスティックスの不足から、その IP を活用したマーチャンダイジング機会を十分に生

かせていないような事例もあり、海外拠点やロジスティック構築が課題となっている。 

 

 

3.2. 日本のコンテンツ産業が目指すべき姿 

国内の主要 IP の海外展開の分析を通じて、日本のコンテンツ業界では米国や中国のようにコンテンツ産業とテッ

ク企業・メディア企業との企業統合は進んでいない反面、IP を保有しているコンテンツ企業自身が IP を起点として、

多様なプレイヤーと連携を図りながら、多元的な面での事業展開を図り、グローバル市場での成功例を積み重ねつ

つあるということがあきらかになった。 

 

今後、日本のコンテンツ産業が目指すべき方向性として、米国や中国などの主要なプラットフォーマ企業が取り組

んできたような、多種多様なコンテンツを自社のプラットフォームに取り込むことで、多くの消費者からの訴求を図るプラ

ットフォームを中心としたビジネスモデルを後追いするのではなく、長い歴史を持ち、世界での知名度・人気を有する

日本のコンテンツ IP の優位性を事業の軸に置いたビジネスモデルを目指すべきであると考えられる。 

これを実現するうえでは、コンテンツ IP を起点として、グローバルな市場や世界中の消費者に対して多元的なビジ
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ネスの展開を行うことで、コンテンツ IP 自体の価値を高めながら、コンテンツ IP を中心とした制作と消費の経済活動

のエコシステム(経済圏)を形成し、企業の利益の最大化を図っていくことが必要である（図 3）。 

 

 

（図 3）日本のコンテンツ産業が今後目指すべき方向性のイメージ 

 

3.3. あるべき姿に向けて不可欠な要素 

本調査を通じて、海外展開に成功している主要な IP の海外展開の状況を横ならびに追っていくと、各企業とも

アニメなどの映像媒体・ゲーム媒体・フィジカルイベントの開催・関連トイ・グッズの商品化などの様々な形での海外事

業を進め、その中で自社のコンテンツ IP を育て、海外現地においても、その価値を高めてきたことを見てとることがで

きる。 

一方で、成功事例の企業の多くは 2000 年代前半の海外進出当初から、今日に至るまでの長期的な戦略を

必ずしも持っていたわけでなく、海外現地での潜在的なファン層の存在や IP の浸透状況を横目で見ながら、自社

IP の価値や可能性を信じ、海外展開に向けて大きく舵を切り、試行錯誤の中で現在の成功を勝ち取ってきたこと

が見て取れる。 

これらの成功事例の事業展開の手法におけるポイントを紐解いていくと、現地でのユーザーやファンと直接つながる

ことができる自社ウェブサイトやＳＮＳなどの BtoC チャネルの構築、多くの消費者に対する訴求力の高いアニメ媒

体の広範な配信・流通によるコンテンツ IP 自体のプロモーションへの活用、現地企業に対する自由度の高い IP の

ライセンス許諾による現地に受容されやすいタイトルの創出・展開、IP の伝道師となる UGC・ファンコミュニティ活動

の促進といった、共通的なポイントを見て取ることができる。 

これらの勝ち筋に繋がる施策を検討し、実行に移していくことが自社の競争力を高めるうえで重要であることは言

うまでもないが、これらの具体的な施策の実現に向けて、先ずは、企業として従来の国内市場向けの事業体制や

考え方を改めて見直し、予め具備すべき要素への対応が不可欠であると考えられる。 

本事業では、国内主要事業者の事業分析と、国内有識者・事業者による研究会での討議を通じて、あるべき

姿に向けてコンテンツ企業に不可欠な要素として、以下の 6 つのポイントを識別した（図 4）。 
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（図 4）国内主要事業者の分析を通じて識別されたあるべき姿に向けてコンテンツ企業に不可欠な要素 

 

a 海外ファーストでの事業戦略の策定 

自社の IP やコンテンツの流通について、国内市場での流通を前提にするのではなく、事業の企画段階から世

界中の消費者・ファンへ作品を届けることを念頭おいて事業戦略を立てるという経営マインドそのものを変える

必要がある。また海外での事業展開を前提に置くことで、自社のリソースの範囲内での事業計画を再考し、IP

を活用した海外企業との協業や自社 IP の海外企業へのライセンスアウトなど前例を超えた取り組みに挑戦す

ることが求められる。 

 

b グローバルでの成長可能性がありマルチメディア展開可能な IP・作品の創出や見極め 

グローバルでの成長可能性があり、多様な事業を通じてマルチメディア展開可能な IP・作品を見極めることが

重要である。そのためには、現地消費者の動きを直接把握できる BtoC チャネルの整備や、ファンコミュニティと

の交流などを通じて、現地の潜在的なユーザー層の発掘や当該 IP の現地での受容可能性の推計などユーザ

ーを通じた目利きを行うことが求められる。また展開先国での文化的背景なども考慮のうえ、作品の表現や内

容上、検閲を通過できないなど事業展開において支障となる要素がないか分析することが必要である。さらに

現地市場でヒットしている他の日本作品を分析し、現地市場ではどのような要素が評価に繋がっているのか分

析することも重要である。 

 

c 海外のビジネス環境へ対応できる人材の育成や確保 

海外展開においては、現地でのコンテンツビジネスにおける商慣習や著作権法等の法制度を理解し、現地の

市場に合わせて物事を進めることが必要であるが、長い視点で IP をその国や地域で根付かせるためには、これ

らを海外代理店任せにせずに、自社で人を配置し、人材を育成することが必要である。 

 

d グローバルのビジネス環境に対応したスピーディな意思決定体制の構築 

日本国内に比べて中国をはじめとする海外市場はビジネスのスピードが早く、海外で商機を逃さないためには、

現地の市場やビジネス環境に合わせたスピード感のある意思決定が求められる。このためには、海外事業にお
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ける意思決定者をなるべく減らすとともに、IP 許諾における監修ルールや海外現地法人の裁量範囲などの見

直しを行い、即時即断ができる事業実施体制を構築することが必要である。 

 

e IP 活用を円滑化するための権利運用の一元化 

日本のコンテンツＩＰの特徴として、製作委員会方式などにより著作権が共有・分散されているものが多く、

海外の事業者の視点からは交渉窓口を見つけるまでに時間を要し、また権利を共有している企業が多いこと

で都度の判断に時間を要することが多い。これらにより商機を逸することがないように、たとえ共有権利であって

も、その運用が円滑に行えるよう、予め権利者間で対外的な窓口情報の発信や権利の運用方法について協

議し、整備しておくことが必要である。また、地上波テレビ局における制作を取り巻く制約を踏まえ、シリーズ化

や事業多元化という”面”展開を行いやすい運用面の制約条件の少ないオリジナル作品を創出・再生産する

仕組みも必要である。 

 

f 海外企業との交渉においても武器となる情報・チャネルの獲得 

海外現地企業との協業の中で優位に交渉を進めるうえでは、自社自ら現地のビジネス環境に関する情報や

ユーザーの動きを把握するためのチャネルを持っておくことが肝要である。中国の場合は、特別なチャネルを持つ

必要はなく、中国現地の SNS を使いこなすことが重要となる。 
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第4章. 政府支援施策のあるべき姿 
 

4.1. 政府支援施策における主要な論点 

政府の行うべき支援施策の構想を検討するうえでは、3 章で述べた、コンテンツ IP を軸にグローバル市場への事

業展開を図るという「企業の目指すべき姿」に向けて挑戦を行う企業の取組みを下支えするという目的について共

通認識を持つことが必要であり、研究会での討議を通じて、政府支援の方向性に関して、以下の６つ論点が識別

された。 

 

a コンテンツ企業の競争力強化に向けた政策目的の再確認 

日本のブランド力の向上や日本のインバウンドに繋げるという戦略における重点分野の一つとして、コンテンツ

産業支援が位置付けられているものの、日本のコンテンツを海外市場に溶け込ませるうえでは日本的であるこ

とが仇となる場合もあり、この政策上の位置づけを改めて検討し、世界に挑戦する日本のコンテンツ関連企業

の取組みの支援し、純粋に我が国のコンテンツ産業のさらなる発展・強化を図ることを目的とすべきではないか。 

 

b 政府支援・資金助成の選択と集中 

日本企業が世界で戦う上で必要となる資金を、限られた政府予算の中で分厚く手当てするうえでは、政府

助成において厳しい審査要件と運用に基づく集中と選択を行い、「コンテンツ IP を軸にグローバル市場への事

業展開を図る」という企業の目指すべき姿に向けて具体的な取組みを行う又は行う意志のある企業に対して

集中的に支援を行うべきではないか。また、その実現に向けて JLOD 補助金などのコンテンツ関連補助金の助

成要件や審査基準・審査方法を見直すべきではないか。 

 

c 世界に挑戦を挑む企業をサポートするための一貫性・継続性のある支援体制の構築 

海外市場に挑む日本企業を継続的に育成・排出していくうえでは、資金助成だけでなはなく、世界に挑もう

とする企業を継続性ををもって支援する体制を構築すべきではないか。そのためには、海外事業に挑戦する企

業への専門的なアドバイザーによるハンズオンによる伴走支援・サポートの枠組みを強化すべきではないか。また、

企業単独では賄うことができない人材や情報等のリソースを産業共通基盤として整備すべきではないか。さら

には、現在、コンテンツ産業支援は内閣府や経済産業省、文化庁等で各々展開されているが、これらの一貫

性・継続性のある企業支援を行うためにも、上記のような機能を備えた政府の統合的なコンテンツ産業支援

組織の構築を検討する必要があるのはないか。 

 

d 情報基盤・データベースの整備 

海外展開を図ろうとする企業にとって、世界各国のコンテンツ市場の情報や協業相手となり得る現地のコン

テンツ関連企業などの企業情報は不可欠な要素である一方、企業単独では膨大な情報を継続的に収集す

ることは至難の業であり、これらの情報の収集と企業への共有を政府が主導しておこなうべきではないか。また

国内のコンテンツ IP の海外展開やライセンスにあたって有用となる権利情報やビジネスにおける窓口情報など

を網羅した作品・IP に関するデータベースをより充実させるべきではないか。さらには、政府助成の実績確認や

効果検証を行うためにも、これまでの JLOD 補助金制度の採択情報など、コンテンツ企業支援に関する統合
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的なデータベースを整理すべきではないか。 

 

e 人材育成・教育に対する投資 

日本のコンテンツ企業内において海外各国における現地のビジネス環境を理解している人材が不足している

現状を踏まえ、海外展開を踏まえた企業人材の能力伸長やスキル向上について、政府が支援すべきではない

か。また日本のコンテンツ産業の基盤となるクリエイター育成に向けた仕組みをより強化する必要があり、表彰

システムやコンテストなどの更なる充実を検討すべきではないか。さらには、コンテンツ産業全体を牽引することが

できるような文化エリートの育成にも取り組むべきではないか。 

 

f 産官対話・連携の促進 

海外でコンテンツ事業を大がかりに展開している日本企業や、グローバルでのプラットフォーマーになろうとして

いる動きを見せている日本企業などの事業戦略と、政府の支援施策の方向性の足並みを揃えていくうえでも、

海外ビジネスにおける実務者を中心に、産業界と政府の対話機会をより増やし、それに基づき政策の決定お

行うべきではないか。また政府支援を受けた企業においては、支援結果を政府にフィードバックのうえ、コンテン

ツ産業全体に裨益するような成功事例については積極的に産業全体に共有すべきではないか。 

 

4.2. 政府支援施策の全体像案 

4.1 項での識別された論点に基づき、今後、政府が目指すべき政府支援の全体像について資金提供と環境整

備の観点から整理・検討を行った。資金提供について、世界で戦う上で必要となる資金を分厚く手当てするため、

厳しい審査要件と運用に基づく集中と選択による政府助成を行うとともに、民間からの資金調達を促進するような

支援を行うことが求められる。また環境整備については、企業単独では賄うことができない人材や情報等のリソース

を、専門人材によるアドバイザー機能や共用のデータベース・情報システムなどの産業共通基盤として整備すること

が必要である。また、過去の主要 IP が 10 年以上の長い年月をかけて海外展開を成功させてきたという実例を鑑

み、単年度事業などの一過性の支援だけでは海外展開を成功させるうえで不十分であると考えられ、世界に挑戦

する企業を継続性・一貫性をもって手厚く支援するための支援体制の構築やそれを担う組織化が必要である(図

5)。 
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（図 5）政府支援施策の全体イメージ 

 

 

4.3. 支援の具体的内容の検討 

個別の支援施策については、「あるべき姿に向けた企業の取組み」に則した支援内容とすることを前提に、その制

度の具体的な内容については、今後一層の議論を重ねて検討すべき必要があるが、研究会の討議を通じて、以

下のような支援の必要性が識別された。 

 

<支援の具体的内容の検討> 

個別の支援施策については、コンテンツ IP を軸にグローバル市場を対象に事業を展開するという「あるべき姿に向け

た企業の取組み」に則した支援制度とすることが必要である。例えば、具体的な支援方策として以下のようなものが

考えられる。 

 

⚫ 大型 IP/シリーズ作品の海外化支援 

⚫ 専門人材による展開先国の現地企業とのマッチングサポート 

➢ 事業開発におけるグローバルアドバイザーによるハンズオン支援 など 

⚫ マーケティングやローカライズに有用な体制・ツール整備に対する助成 

➢ 海外のコンテンツ業界やコンテンツ市場に関する情報データベース 

➢ 海外現地向けのファンサブ向けプラットフォーム 

➢ 中国語などの非英語圏の翻訳に向けた支援体制やツール 

➢ ライブイベントへの海外からリモート参加手法 

➢ 海外・国内におけるユーザーの動向を把握・分析できるユーザーアナリティクスツール など 

⚫ 業界横断的な教育機会の提供 

➢ 海外事業推進に必要となるプロジェクトマネジメント能力向上に向けた支援 

➢ 海外拠点人材育成に向けた支援 など 
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<支援対象の重点化・絞り込みの検討> 

個別の支援施策の支援対象については、限られた財源の中で資金などを集中的かつ分厚く手厚くを行ううえでは、

「企業のあるべき姿」を実現可能な作品や事業者、事業に重点化を図ることが必要である。例えば、以下の重点

化の方向性として以下のようなものが考えられる。 

 

⚫ グローバルで多元的な展開を図ることで大きなリターンが見込める作品/IP 

⚫ 作品/IP を成長させる中長期の持続的な展開戦略を持っている企業 

⚫ 単一商品の制作・流通に対する一過性の資金補助ではなく、作品/IP を“面”で展開させるうえでの先行投

資となる活動や事業 

 




